
 

障サ第 1418 号  

令和元年９月 12日  

 

各市町村障害福祉主管課長 様 

 

神奈川県福祉子どもみらい局  

福祉部障害サービス課長  

（公 印 省 略）  

 

指定障害福祉サービス事業者等の指定申請等に係る事前確認表の改正に

ついて（通知） 

 

障がい福祉施策の推進につきましては、日頃格別の御尽力をいただき厚くお礼申し上

げます。 

令和元年７月１日以降の指定障害福祉サービス事業者等の指定申請等の取扱いにつ

いては、別添通知（平成 31 年４月 19 日付け障福第 1196 号神奈川県福祉子どもみらい

局福祉部障害サービス担当課長通知。別紙省略。）により取り扱うこととしているとこ

ろですが、このたび、同通知の別紙「障害福祉サービス事業者等及び指定障害児通所支

援事業者等指定申請等に係る事前確認表」を別添のとおり改正することとし、指定事業

者に通知しましたのでお知らせします。 

つきましては、貴市町村の関係課にも御周知くださいますようお願いいたします。 

 

＜改正の概要＞ 

１ 確認事項に、「みんなのバリアフリー街づくり条例」に基づく事前協議の必要の有

無についての確認等を追加したこと。 

２ その他の確認項目について、確認内容をより明確化したこと 

３ 別添参考として、「事業者における指定申請等に係る「事前確認表」確認のポイン

ト」を添付したこと。 

 

 

問合せ先           

事業支援グループ 岡崎   

電話 045-210-4717(直通)  

 



障 福 第 1196 号  

平成 31 年４月 19 日  

 

各市町村障害福祉主管課長 様 

（指定都市・中核市を除く。） 

 

神奈川県福祉子どもみらい局   

福祉部障害サービス担当課長   

（公印省略）   

  

指定障害福祉サービス事業者等の指定申請等の取扱いについて（通知） 

 

日頃より障害保健福祉施策の推進に御尽力いただき厚くお礼申し上げます。 

さて、県では指定障害福祉サービス事業者、指定障害者支援施設、指定一般相

談支援事業者、指定障害児通所支援事業者及び指定障害児入所施設（以下「指定

障害福祉サービス事業者等」という。）の指定申請、変更指定申請及び変更届（以

下「指定申請等」という。）に当たり、法令遵守の徹底を図るとともに、指定障

害福祉サービス事業者等の運営の適正化を図るため、平成 31 年７月１日以降の

指定申請等を行おうとする事業者については、別添のとおり取扱うこととし、別

紙のとおり指定事業者に通知しましたのでお知らせします。 

つきましては、指定申請等を行おうとする事業者から相談等があった場合に

は、貴市町村の障害福祉計画について御説明いただくとともに、貴市町村におけ

る障害福祉サービス等の提供体制の状況等について情報提供くださいますよう

お願いいたします。 

また、日中サービス支援型共同生活援助の新設又は介護サービス包括型共同

生活援助及び外部サービス利用型共同生活援助から日中サービス支援型共同生

活援助への転換に当たっては、市町村が設置する自立支援協議会等の了承を得

るとともに、毎年当該協議会に運営状況の報告を行うこととしましたので併せ

て御協力をお願いいたします。 

併せて、指定申請等を行おうとする事業者に対し、利用しようとする建物等が

都市計画法、建築基準法及び消防法に抵触しないか、自然災害の危険性が低い場

所に有るか等を確認させることとしましたので、関係部署にも御周知ください

ますようお願いいたします。 

なお、平成 31 年４月末日までに県に関係書類を持参し相談を開始している指

定申請等事業者については従前どおり取扱うこととしますので申し添えます。 

 

問合せ先  

障害福祉課 事業支援グループ 

堀越・小川・小西・宮田・竹中・堤 

電話 045-210-4717・4732

（ 別 添 ） 



 

 

指定障害福祉サービス事業者等の指定申請等の手続きに係る留意点 

 

１ 指定申請等に係る事前確認表の提出について 

次の指定申請等を行おうとする事業者は、別紙「障害福祉サービス事業者等

及び指定通所支援事業者等指定申請等に係る事前確認表」を期限内に県障害福

祉課事業支援グループに必ず提出してください。 

手続き 対象サービスの種類等 提出期限 

新規指定申請 全ての障害福祉サービス事業等 
指定を受けようとする

日の前々月の末日 

変更指定申請 

※定員増加 

生活介護、就労継続支援（A型・B型）、

児童発達支援、放課後等デイサービス 

変更指定を受けようと

する日の前々月の末日 

変更届 

※事業所等の

移転、増改築、

住居等の追加

に限る 

生活介護、短期入所（空床型を除く。）、

自立訓練（機能訓練・生活訓練）、就労

移行支援、就労継続支援（A型・B型）、

共同生活援助(＊)、児童発達支援、放

課後等デイサービス、障害者支援施

設、障害児入所施設 

変更しようとする日の

１か月前 

※ 共同生活援助については、介護サービス包括型又は外部サービス利用型

から日中サービス支援型に転換しようとする場合を含む。 

 

２ 共同生活援助事業所の指定申請について 

共同生活援助事業所の指定を初めて受けようとする事業者は、指定を受けよ

うとする月の２か月前までに、次の説明会を必ず受講してください。 

(1) 名  称 障がい者グループホーム開設説明会 

(2) 主 催 者 障がい者グループホームサポートセンター 

※ 神奈川県委託事業・受託者：公益社団法人かながわ福祉サービス振興会 

(3) 日  程  ２～３箇月に１回開催 

      詳細は主催者ウェブサイトに掲載：http://gh.kanafuku.jp/ 

(4) 問合せ先 障がい者グループホームサポートセンター 事務局 

        電話：045-227-7044（9:00～17:30） 

別 添 

平成 31 年４月 19 日 

神奈川県障害福祉課 



（別紙）

神奈川県知事　様

申請者

印

１

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

ｆ

ｇ

２

利用定員

建築年月

階建の　 階部分

事業所等の所在地又は設置しようとする場所

建物の総床面積
事業に使用する部
分の面積

単独事業所でない場合はその使用部分

サービスの種類

建物の構造

県が特に必要
と認める事項

申請等をしようとする事業所について、各項目に記入してください。

事業所名
事業所番号
（※指定申請は不要）

変更届

生活介護、短期入所（空床型を除く。）、自立訓練（機能訓練・生活訓練）、就労移行支援、
就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）、児童発達支援、放課後等デイサービス事業所又は障害者支援施
設、障害児入所施設を移転（従たる事業所の追加・移転を含む。）等しようとする場合

３の①～⑩、
⑫

生活介護、短期入所（空床型を除く。）、自立訓練（機能訓練・生活訓練）、就労移行支援、
就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）、児童発達支援、放課後等デイサービス事業所又は共同生活援助
の共同生活住居、障害者支援施設、障害児入所施設を改築・増築等しようとする場合

３の①、②、
④～⑦、⑨、
⑫

共同生活援助の共同生活住居又はサテライト型住居を追加しようとする場合及びそれらを移転
しようとする場合

３の①～⑪

介護サービス包括型共同生活援助又は外部サービス利用型共同生活援助から日中サービス支援
型共同生活援助に転換しようとする場合

３の①、②、
④～⑪

その他、県が特に必要と認める場合

※　神奈川県では、現在、障害者支援施設の新設、定員の増加は認めないこととしています。

※　関係機関・所在市町村等に確認するに当たっては、「事業者における「指定申請等に係る事前確認表」確認の
　ポイント」を参考にしてください。

※　市町村等の関係機関等に確認する際は、建物等位置図、建物の平面図、建物写真、事業計画など、事業所等の
　概要がわかる資料を持参して説明を行うとともに、市町村の障害福祉主管課に当該資料を提出してください。

新規
指定申請

新規に指定障害福祉サービス事業者、指定一般相談支援事業者、指定障害児通所支援事業者と
しての指定を受けようとする場合

３の①～⑫

変更
指定申請

生活介護、就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）、児童発達支援、放課後等デイサービスの定員を増加
しようとする場合

３の⑨

　E-MAIL

　次の１に該当する事業者は、県に指定申請、変更指定申請又は変更届（以下「指定申請等」という。）を行う前に、３に
掲げる事項について関係機関・所在市町村等に確認し、指定、変更指定に係るものにあっては指定、変更指定を受けようと
する月の前々月末までに、届出に係るものにあっては変更しようとする日の１か月前までに本表を県に提出してください。

今回の指定申請等の内容について、次のａ～ｇの該当するもの全てに○印を付けてください。

区分 行おうとする指定申請等の内容 確認事項

　代表者職・氏名

　担当者職・氏名

　連絡先電話番号

指定障害福祉サービス事業者等及び指定障害児通所支援事業者等
指定申請等に係る事前確認表

　　年　　月　　日

　法　　人　　名

　所　　在　　地



３

№

例

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

＜建物を新築・増改築・用途変更等している場合
＞
利用しようとする建物等について、「神奈川県み
んなのバリアフリー街づくり条例」に基づく事前
協議が必要か確認しました。
（※事前協議が必要な場合は、申請日までに、事
前協議及び完了検査を終えてください。）

※　指定等に当たり、必要に応じ、県から直接確認先に連絡を取る場合があります。
　　また、このチェック表は、情報共有のため市町村に情報提供します。

＜日中サービス支援型共同生活援助事業所を設置
する場合に限る。＞
事業所を設置等しようとする市町村の自立支援協
議会等に事業内容を説明し、意見を求めるととも
に、設置等について了承を得ました。
また、年に１回以上運営状況を報告し意見を求
め、その意見を踏まえた運営を行うこととしまし
た。

利用しようとする施設、行おうとする事業等に関
し、所在地において適用されるその他の関係法令
等に抵触しないことを確認しました。

　事業所等を開設しようとする市町村の障害福祉
主管課において開設等しようとする事業所等の概
要について説明を行うとともに、市町村障害福祉
計画（障害福祉サービス等の必要見込量やサービ
ス提供体制の整備の目標等を規定）の内容等の説
明を受け、開設等しようとする事業所等が当該市
町村の「障害福祉計画」の達成に支障を及ぼすお
それのない（寄与するものである）ことを確認し
ました。

開設しようとする事業所等の近隣住民に事業内容
についての丁寧な説明を行い、地域に暖かく受け
入れられる環境づくりを行いました。

施設等を設置しようとする場所が、市町村が定め
る浸水想定区域、土砂災害警戒区域、津波浸水想
定区域内でないかを確認しました。
（※訪問系・相談系以外の事業所をこれらの区域
内に設置しようとする場合には、申請日までに非
常災害対策計画に合わせて避難確保計画を策定し
てください。）

利用しようとする建物等が、利用目的に照らして
消防法上の基準に適合していることを確認しまし
た。

利用しようとする建物等が1982年以降に建築等さ
れた建物等であること又は1982年以降の耐震基準
を満たしていることを確認しました。

利用しようとする建物等が2006年９月以降に着工
された建物等であること、アスベストが使われて
いない建物であること又はアスベストによる暴露
のない建物等であることを確認しました。

利用しようとする建物等の敷地について、都市計
画法上の用途地域を確認しました。

利用しようとする建物等（用途変更をする場合
は、用途変更後の建物等。以下同じ。）につい
て、建築基準法に基づく確認申請の要否を確認
し、確認申請が必要な場合には確認済証を取得し
ました。

上記④で確認申請が不要な場合、利用しようとす
る建物等が建築基準法及びその関係規定に適合し
ていることを確認しました。

行おうとする申請等の内容に応じて、必要な確認事項の確認状況を記入してください。

確認事項 確認結果・確認方法
確認日・確認先機関・担
当者・連絡先電話番号等

確認者
職・氏名

利用しようとする建物等が1982年以降に建築等さ
れた建物等であること又は1982年以降の耐震基準
を満たしていることを確認しました。

1980年に竣工した建物で
あるため耐震診断を受
け、現在の耐震基準を満
たしていることを確認し
た。

○○年△月□日
株式会社○○○○○建設
技術部調査課
主任　神奈川　太郎
045-210-xxxx

代表理事
○○　○○



(R1.08)

№ 確認事項 確認窓口等 確認窓口等における主な確認内容 備考

①

　利用しようとする建物等が
1982年以降に建築等された建
物等であること又は1982年以
降の耐震基準を満たしている
ことを確認しました。

　建物等を設
計又は建築し
た事業者等

　利用しようとする建物等が1982年以降
に建築されたものであることを確認して
ください。
　1981年以前に建築された建物であると
きは、1982年以降の耐震基準を満たして
いることを確認してください。

　訪問系、相談系(＊)以外の
事業所は、利用者の安全確保
の観点から左記耐震基準を満
たしていることが必要です。

②

　利用しようとする建物等が
2006年９月以降に着工された
建物等であること、アスベス
トが使われていない建物であ
ること又はアスベストによる
暴露のない建物等であること
を確認しました。

　建物等を設
計又は建築し
た事業者等

　利用しようとする建物等が、2006年９
月以降に着工された建物であることを確
認してください。2006年８月までに着工
された施設については、アスベストが使
われていないこと、又は使われているが
アスベストの暴露の危険性がない建物等
であることを確認してください。

　利用者及び労働者の健康障
害を防止する観点から、全て
の事業所について、アスベス
トの暴露のおそれのない施設
であることが必要です。

③

　利用しようとする建物等の
敷地について、都市計画法上
の用途地域を確認しました。

　事業所等を
開設しようと
する市町の都
市計画等担当
課

　利用しようとする建物等の敷地の用途
地域を確認してください。

　ここで確認した用途地域を
基に下記④又は⑤で、建築基
準法に基づく用途規制の適合
状況を確認します。

④

　利用しようとする建物等
（用途変更をする場合は、用
途変更後の建物等。以下同
じ。）について、建築基準法
に基づく確認申請の要否を確
認し、確認申請が必要な場合
には確認済証を取得しまし
た。

　事業所等を
開設しようと
する市町の担
当課、当該市
町村を所管す
る県土木事務
所又は指定確
認検査機関

　利用しようとする建物等について、確
認申請の要否を確認し、確認申請が必要
な場合には確認済証を取得してくださ
い。
※既存の建物等を利用する場合であって
も、用途変更等をする際に確認申請が必
要になることがあります。

　全ての事業所について、確
認申請の要否を確認する必要
があり、確認申請が必要な場
合には確認済証を取得する必
要があります。

⑤

　上記④で確認申請が不要な
場合、利用しようとする建物
等が建築基準法及びその関係
規定に適合していることを確
認しました。

　建築士等 　確認申請が不要な場合には、利用しよ
うとする建物等が、上記③で確認した用
途地域で立地可能であることを含め、建
築基準法及びその関係規定に適合してい
ることを確認してください。

　全ての事業所について、建
築基準法及びその関係規定に
適合していることが必要で
す。

⑥

＜建物を新築・増改築・用途
変更等している場合＞
　利用しようとする建物等に
ついて、「神奈川県みんなの
バリアフリー街づくり条例」
に基づく事前協議が必要か確
認しました。
（※事前協議が必要な場合
は、申請日までに、事前協議
及び完了検査を終えてくださ
い。）

　事業所等を
開設しようと
する市の担当
課又は当該市
町村を所管す
る県土木事務
所

　利用しようとする建物等について、必
要に応じて「神奈川県みんなのバリアフ
リー街づくり条例」に基づく事前協議を
行い、事前協議を踏まえた必要な対応を
行ってください。
※詳細は県ホームページ
（http://www.pref.kanagawa.jp/docs/n7
j/cnt/f6880/p22183.html）をご覧くださ
い。

　「神奈川県みんなのバリア
フリー街づくり条例」では、
整備基準の遵守を求めていま
す。

⑦

　利用しようとする建物等
が、利用目的に照らして消防
法上の基準に適合しているこ
とを確認しました。

　最寄りの消
防署

　設置しようとする施設等に求められる
消防法上の基準を満たしていることを確
認してください。
　グループホームの場合、利用する重度
の利用者の割合によっても求められる設
備が異なります。

　全ての事業所について、消
防法上の基準を満たすことが
必要です。
　訪問系、相談系以外の事業
所は本調査票提出日までに消
防署に検査依頼しており、申
請日までに検査を終了してい
ることが必要です。

（別添参考）　事業者における「指定申請等に係る事前確認表」確認のポイント



№ 確認事項 確認窓口等 確認窓口等における主な確認内容 備考

⑧

　施設等を設置しようとする
場所が、市町村が定める浸水
想定区域、土砂災害警戒区
域、津波浸水想定区域内でな
いかを確認しました。
（※訪問系・相談系以外の事
業所をこれらの区域内に設置
しようとする場合には、申請
日までに非常災害対策計画に
合わせて避難確保計画を策定
してください。）

　事業所等を
開設しようと
する市町村の
防災主管課

　施設等を設置しようとする場所が、市
町村が定める浸水想定区域、土砂災害警
戒区域、津波浸水想定区域内でないかを
確認してください。
　訪問系・相談系以外の事業所をこれら
の区域内に設置する場合には、非常災害
対策計画に合わせて避難確保計画を策定
することが必要ですので、市町村の防災
主管課にご相談ください。

　訪問系、相談系以外の事業
所は、できる限り浸水想定区
域、土砂災害警戒区域、津波
浸水想定区域以外の安全な場
所に設置するようにしてくだ
さい。
　訪問系・相談系以外の事業
所をこれらの区域内に設置し
ようとする場合には、申請日
までに非常災害対策計画に合
わせて避難確保計画を策定す
ることが必要です。

⑨

　事業所等を開設しようとす
る市町村の障害福祉主管課に
おいて開設等しようとする事
業所等の概要について説明を
行うとともに、市町村障害福
祉計画（障害福祉サービス等
の必要見込量やサービス提供
体制の整備の目標等を規定）
の内容等の説明を受け、開設
等しようとする事業所等が当
該市町村の「障害福祉計画」
の達成に支障を及ぼすおそれ
のない（寄与するものであ
る）ことを確認しました。

　市町村の障
害福祉主管課

　事前予約の上、関係資料を持参し市町
村の担当者に、設置しようとする場所・
施設・人員体制の概要、提供するサービ
スの内容等について説明し、設置しよう
とする事業所が、市町村の障害福祉計画
（障害福祉サービス等の必要見込量や
サービス提供体制の整備の目標等を規
定）の達成に支障を及ぼすものでない
（寄与するものである）ことを確認して
ください。
　また、市町村内における当該サービス
に対する利用者のニーズ、サービスの供
給の状況の説明を受け、安定的に運営で
きることを確認するとともに、市町村か
らの要望を聴き、その内容を踏まえた運
営ができるよう計画を進めてください。
　併せて、近隣住民への説明状況等につ
いて説明してください。

　全ての事業所について、所
在市町村における障害福祉計
画の達成に支障を及ぼさない
（障害福祉計画の達成に寄与
する）ものであること、安定
的な運営が継続できることが
必要です。

⑩

　開設しようとする事業所等
の近隣住民に事業内容につい
ての丁寧な説明を行い、地域
に暖かく受け入れられる環境
づくりを行いました。

　近隣住民等 　必ず、町内会等、近隣住民等に主たる
利用者の状況、施設の概要、サービスの
内容等、事業所の概要を丁寧に説明し、
事業所及び利用者が地域に暖かく受け入
れられるように努めてください。
また、町内会の活動等、地域の行事等に
積極的に参加するとともに、地域に開か
れた事業所づくりに心がけてください。

　訪問系・相談系以外の事業
所は、近隣住民の理解が得ら
れていることが必要です。

⑪

＜日中サービス支援型共同生
活援助事業所を設置する場合
に限る。＞
　事業所を設置等しようとす
る市町村の自立支援協議会等
に事業内容を説明し、意見を
求めるとともに、設置等につ
いて了承を得ました。
　また、年に１回以上運営状
況を報告し意見を求め、その
意見を踏まえた運営を行うこ
ととしました。

　市町村障害
福祉主管課

　日中サービス支援型共同生活援助事業
所については、主として重度の障害者が
利用する施設であり日中も施設内で過ご
す者が多いことから地域に開かれた施設
とする必要があること、地域で生活する
障害者の緊急一時的な支援等に応じるた
め短期入所を併設することとされている
ことから、市町村が設置する自立支援協
議会等において、運営方針や活動内容等
の説明を行い、その評価を受けるととも
に、必要な助言・要望等を踏まえた運営
計画を立ててください。
　また、１年に１度は運営状況の報告を
行い、その評価を受けるとともに、助
言・要望等を踏まえて運営を見直してく
ださい。

　市町村の自立支援協議会等
において、設置の承認等が得
られていることが必要です。

⑫

　利用しようとする施設、行
おうとする事業等に関し、所
在地において適用されるその
他の関係法令等に抵触しない
ことを確認しました。

　行おうとす
る事業に係る
所管機関（保
健所等）

　行おうとする事業内容によっては上記
以外の法令についても遵守しなければな
らない場合があります。その場合には、
それぞれの関係法令に抵触しないことを
確認してください。
（例：食品を取扱う事業の場合の保健所
の許可等）

　全ての事業所について、関
係法令に抵触しないことが必
要です。

＊　訪問系事業所とは、居宅介護事業所、重度訪問介護事業所、同行援護事業所、行動援護事業所、居宅訪問型児童発達
支援事業所及び保育所等訪問支援事業所をいいます。また、相談系事業所とは、一般相談支援（地域移行支援・地域定着
支援）事業所をいいます。



（令和元年８月現在）

市町 担当課 電話 所在地

平塚市 まちづくり政策課 0463-23-1111 平塚市浅間町9-1

鎌倉市 都市計画課 0467-23-3000 鎌倉市御成町18-10

藤沢市 都市計画課 0466-25-1111 藤沢市朝日町1-1

小田原市 都市計画課 0465-33-1571 小田原市荻窪300

茅ヶ崎市 都市計画課 0467-82-1111 茅ヶ崎市茅ヶ崎1-1-1

逗子市 環境都市課 046-873-1111 逗子市逗子5-2-16

三浦市 都市計画課 046-882-1111 三浦市城山町1-1

秦野市 まちづくり計画課 0463-82-9643 秦野市桜町1-3-2

厚木市 都市計画課 046-225-2401 厚木市中町3-17-17

大和市 街づくり計画課 046-263-1111 大和市下鶴間1-1-1

伊勢原市 都市政策課 0463-94-4711 伊勢原市田中348

海老名市 都市計画課 046-235-9391 海老名市勝瀬175-1

座間市 都市計画課 046-255-1111 座間市緑ケ丘1-1-1

南足柄市 都市計画課 0465-73-8026 南足柄市関本440

綾瀬市 都市計画課 0467-70-5625 綾瀬市早川550

葉山町 都市計画課 046-876-1111 三浦郡葉山町堀内2135

寒川町 都市計画課 0467-74-1111 高座郡寒川町宮山165

大磯町 都市計画課 0463-61-4100 中郡大磯町東小磯183

二宮町 都市整備課 0463-71-3311 中郡二宮町二宮961

中井町 まち整備課 0465-81-3901 足柄上郡中井町比奈窪56

大井町 都市整備課 0465-85-5014 足柄上郡大井町金子1995

松田町 まちづくり課 0465-84-1332 足柄上郡松田町松田惣領2037

山北町 都市整備課 0465-75-3647 足柄上郡山北町山北1301-4

開成町 街づくり推進課 0465-84-0321 足柄上郡開成町延沢773

箱根町 都市整備課 0460-85-9566 足柄下郡箱根町湯本256

真鶴町 まちづくり課 0465-68-1131 足柄下郡真鶴町岩244-1

湯河原町 まちづくり課 0465-63-2111 足柄下郡湯河原町中央2-2-1

愛川町 都市施設課 046-285-2111 愛甲郡愛川町角田251-1

市町都市計画等担当課一覧（「事前確認表」確認事項③関係）



（令和元年８月現在）

事業所等
設置場所

窓口 所在地 電話

平塚市 平塚市まちづくり政策部建築指導課 平塚市浅間町９－１ 0463-21-9731～2

鎌倉市 鎌倉市都市調整部建築指導課 鎌倉市御成町18－10
0467－23－3000
内線2528～2532、
2587

藤沢市 藤沢市計画建築部建築指導課 藤沢市朝日町１－１
0466-25-1111
内線4233

小田原市 小田原市都市部建築指導課 小田原市荻窪300 0465-33-1435

茅ヶ崎市 茅ヶ崎市都市部建築指導課 茅ヶ崎市茅ヶ崎１－１－１
0467-82-1111
内線2511

秦野市 秦野市都市部建築指導課 秦野市桜町１－２－２ 0463-83-0883 直通

厚木市 厚木市まちづくり計画部建築指導課 厚木市中町３－17－17 046-225-2432 直通

大和市 大和市街づくり計画部建築指導課 大和市下鶴間１－１－１ 046-260-5434 直通

逗子市
三浦市
葉山町

横須賀土木事務所　計画建築部まち
づくり・建築指導課

横須賀市公郷町１－56－５ 046-853-8800

伊勢原市
寒川町
大磯町
二宮町

平塚土木事務所計画建築部　建築指
導課

平塚市西八幡１－３－１
（神奈川県平塚合同庁舎内）

0463-22-2711

愛川町
清川村

厚木土木事務所　計画建築部まちづく
り・建築指導課

厚木市田村町２－２８
（神奈川県厚木南合同庁舎
内）

046-223-1711

海老名市
座間市
綾瀬市

厚木土木事務所東部センター　まちづ
くり・建築指導課

綾瀬市寺尾本町１－11－３ 0467-79-2800

南足柄市
中井町
大井町
松田町
山北町
開成町
箱根町
真鶴町

湯河原町

県西土木事務所　計画建築部
まちづくり・建築指導課

足柄上郡開成町吉田島2489
－２（神奈川県足柄上合同庁
舎内）

0465-83-5111

建築確認等窓口一覧（「事前確認票」確認事項④・⑥関係）



2018年6月5日

区分 機関名 所在地 電話

横須賀市消防局 横須賀市小川町11 046-822-0119

中央消防署 横須賀市米が浜通2-15 046-820-0119

北消防署 横須賀市船越町1-59 046-861-0119

南消防署 横須賀市森崎1-8-30 046-836-0119

三浦消防署 三浦市初声町下宮田5-11 046-884-0119

平塚市浅間町9-1 0463-21-3240

鎌倉市消防本部 鎌倉市大船3-5-10 0467-44-0119

鎌倉消防署 鎌倉市由比ガ浜4-1-10 0467-25-7524

大船消防署 鎌倉市大船3-5-10 0467-43-2424

藤沢市消防局 藤沢市朝日町1-1 0466-22-8182

南消防署 藤沢市鵠沼東8-3 0466-27-8181

北消防署 藤沢市湘南台2-7-1 0466-45-8181

消防本部／消防署 小田原市前川183-18 0465-49-4410

足柄消防署 南足柄市怒田40-1 0465-74-0119

茅ヶ崎市茅ヶ崎1-1-1 0467-82-1111

逗子市消防本部 逗子市桜山2-3-31 046-871-4325

逗子市消防署 逗子市桜山2-3-31 046-871-0119

秦野市曽屋757 0463-81-0119

消防本部／消防署 厚木市寿町3-4-10 046-221-2331

北消防署 厚木市下荻野135-1 046-241-6111

大和市深見西4-4-6 046-261-1119

伊勢原市伊勢原3-32-20 0463-95-2119

海老名市大谷816 046-231-0355

座間市相武台1-48-1 046-256-2211

綾瀬市深谷中1-2-1 0467-76-0119

三浦郡葉山町堀内2050-10 046-876-0119

高座郡寒川町宮山396 0467-75-8000

中郡大磯町大磯1075 0463-61-0911

中郡二宮町中里711-1 0463-72-0015

足柄下郡箱根町宮ノ下467-1 0460-82-4511

足柄下郡湯河原町土肥1-5-22 0465-60-0119

愛甲郡愛川町角田286-1 046-285-3131

伊勢原市消防本部／消防署

消防署一覧（「事前確認表」確認事項⑦関係）

横須賀市

平塚市消防本部／消防署

鎌倉市

藤沢市

小田原市

茅ヶ崎市消防本部／消防署

逗子市

秦野市消防本部／消防署

厚木市

大和市消防本部／消防署

二宮町消防本部／消防署

箱根町消防本部／消防署

湯河原町消防本部／消防署

愛川町消防本部／消防署

海老名市消防本部／消防署

座間市消防本部／消防署

綾瀬市消防本部／消防署

葉山町消防本部／消防署

寒川町消防本部／消防署

大磯町消防本部／消防署



（令和元年８月現在）

市町村名 室課名 電話番号 所在地

 平塚市 防災危機管理部災害対策課 0463-21-9734 平塚市浅間町9-1

 鎌倉市 防災安全部総合防災課 0467-23-3000 鎌倉市御成町18-10

 藤沢市 防災安全部防災政策課 0466-25-1111 藤沢市朝日町1-1

 小田原市 防災安全部危機管理課 0465-33-1855 小田原市荻窪300

 茅ヶ崎市 市民安全部防災対策課 0467-82-1111 茅ヶ崎市茅ヶ崎1-1-1

 逗子市 経営企画部防災安全課 046-873-1111 逗子市逗子5-2-16

 三浦市 総務部防災課 046-882-1111 三浦市城山町1-1

 秦野市 くらし安心部防災課 0463-82-9621 秦野市桜町1-3-2

 厚木市 市長室危機管理課 046-225-2190 厚木市中町3-17-17

 大和市 市長室危機管理課 046-260-5777 大和市下鶴間1-1-1

 伊勢原市 企画部危機管理課 0463-94-4711 伊勢原市田中348

 海老名市 市長室危機管理課 046-235-4790 海老名市勝瀬175-1

 座間市 市長室危機管理課 046-252-7395 座間市緑ケ丘1-1-1

 南足柄市 総務防災部防災安全課 0465-73-8055 南足柄市関本440

 綾瀬市 市長室危機管理課 0467-70-5641 綾瀬市早川550

 葉山町 総務部防災安全課 046-876-1111 三浦郡葉山町堀内2135

 寒川町 町民部町民安全課 0467-74-1111 高座郡寒川町宮山165

 大磯町 政策総務部危機管理課 0463-61-4100 中郡大磯町東小磯183

 二宮町 政策総務部防災安全課 0463-71-3311 中郡二宮町二宮961

 中井町 地域防災課防災班 0465-81-1110 足柄上郡中井町比奈窪56

 大井町 総務安全課防災安全室 0465-85-5002 足柄上郡大井町金子1995

 松田町 総務課安全防災担当室 0465-84-5540 足柄上郡松田町松田惣領2037

 山北町 総務防災課 0465-75-3643 足柄上郡山北町山北1301-4

 開成町 町民サービス部環境防災課 0465-84-0314 足柄上郡開成町延沢773

 箱根町 総務部総務防災課 0460-85-9561 足柄下郡箱根町湯本256

 真鶴町 総務課 0465-68-1131 足柄下郡真鶴町岩244-1

 湯河原町 地域政策課 0465-63-2111 足柄下郡湯河原町中央2-2-1

 愛川町 危機管理室 046-285-2111 愛甲郡愛川町角田251-1

 清川村 総務課 046-288-1212 愛甲郡清川村煤ヶ谷2216

市町村防災対策等担当窓口一覧（「事前確認表」確認事項⑧関係）



(令和元年８月現在)

市町村名 担当課名 電話番号 所在地

福祉部障がい福祉課 0463-21-8774

健康・こども部こども家庭課 0463-32-2738

鎌倉市 健康福祉部障害者福祉課 0467-61-3975 鎌倉市御成町18-10

福祉健康部障がい福祉課 0466-50-3528

子ども青少年部子ども家庭課 0466-50-8428

小田原市 福祉健康部障がい福祉課 0465-33-1446 小田原市荻窪300

福祉部障害福祉課 0467-82-1111

こども育成部子育て支援課 0467-82-1111

逗子市 福祉部障がい福祉課 046-873-1111 逗子市逗子5-2-16

三浦市 保健福祉部福祉課 046-882-1111 三浦市城山町1-1

秦野市 福祉部障害福祉課 0463-82-7616 秦野市桜町1-3-2

厚木市 福祉部障がい福祉課 046-225-2225 厚木市中町3-17-17

健康福祉部障がい福祉課 046-260-5665

こども部すくすく子育て課 046-260-5673

伊勢原市 保健福祉部障がい福祉課 0463-94-4721 伊勢原市田中348

海老名市 保健福祉部障がい福祉課 046-235-4813 海老名市勝瀬175-1

座間市 健康福祉部障がい福祉課 046-252-7978 座間市緑ケ丘1-1-1

南足柄市 福祉健康部福祉課 0465-73-8047 南足柄市関本440

綾瀬市 福祉部障がい福祉課 0467-70-5623 綾瀬市早川550

葉山町 福祉部福祉課 046-876-1111 三浦郡葉山町堀内2135

寒川町 福祉部福祉課 0467-74-1111 高座郡寒川町宮山165

大磯町 町民福祉部福祉課 0463-73-4530 中郡大磯町東小磯183

二宮町 健康福祉部福祉保険課 0463-71-3311 中郡二宮町二宮961

中井町 福祉課 0465-81-5548 足柄上郡中井町比奈窪56

大井町 介護福祉課 0465-83-8011 足柄上郡大井町金子1964-1

松田町 福祉課 0465-83-1226 足柄上郡松田町松田惣領2037

山北町 福祉課 0465-75-3644 足柄上郡山北町山北1301-4

開成町 保健福祉部福祉課 0465-84-0316 足柄上郡開成町延沢773

箱根町 福祉部福祉課 0460-85-7790 足柄下郡箱根町湯本256

真鶴町 健康福祉課 0465-68-1131 足柄下郡真鶴町岩244-1

湯河原町 社会福祉課 0465-63-2111 足柄下郡湯河原町中央2-2-1

愛川町 民生部福祉支援課 046-285-6928 愛甲郡愛川町角田251-1

清川村 保健福祉課 046-288-3861 愛甲郡清川村煤ヶ谷2216

大和市 大和市下鶴間1-1-1

市町村障害福祉主管課一覧（「事前確認表」確認事項⑨・⑪関係）

平塚市 平塚市浅間町9-1

藤沢市 藤沢市朝日町1-1

茅ヶ崎市 茅ヶ崎市茅ヶ崎1-1-1


